
(57)【要約】

【課題】　変動漂流力の評価には、浮体の全没水面にわ

たって、入射波高及びその２乗に比例する圧力の、時々

刻々の情報が必要となるが、超大型浮体式海洋構造物の

場合、それら必要な全ての情報を測定することはできな

く、また、その弾性挙動も考慮する必要がある。本発明

は、容易に且つ正確に超大型浮体式海洋構造物に働く変

動漂流力をモニタリングする方法を提供する。

【解決手段】　超大型浮体式海洋構造物が浅喫水である

ことを利用して、浮体底面に働く圧力及び浮体側面上の

圧力の内、入射波の波高の２乗に比例する成分に関する

情報は不必要となり、相対水位、又は浮体側面に働く圧

力に基づいて変動漂流力をモニタリングする。
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【特許請求の範囲】

【請求項１】　超大型浮体式海洋構造物の没水側面上の

圧力に基づいて、あるいは相対水位に基づいて、その超

大型浮体式海洋構造物に働く変動漂流力をモニタリング

する方法。

【請求項２】　超大型浮体式海洋構造物の没水側面上の

圧力計測値から相対水位を求め、あるいは没水側面上の

相対水位計測値から圧力を求めることを特徴とする請求

項１記載の超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂流力の

モニタリング方法。

【請求項３】　前記変動漂流力は、次式により求めるこ

とを特徴とする請求項１記載の超大型浮体式海洋構造物

に働く変動漂流力のモニタリング方法。

【数１】

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は、超大型浮体式海洋

構造物に働く変動漂流力のモニタリング方法に関するも

のである。

【０００２】

【従来の技術】タンカー、大型客船などの大型船舶、Ｆ

ＰＳＯ等の海洋構造物など大型浮体海洋構造物は、波浪

中でのその変動をモニタリングし、係留系の安全状態を

監視し、安全確保に努めねばならないが、その変動の動

的応答解析にあたっては、構造物を剛体とみなした解析

で実用上問題はなかった。そして、大型浮体海洋構造物

に働く変動漂流力（漂流力のうち、時間的に変動する成

分）の評価方法として、T．F．Ｏglvieによる方法が知

られている。その方法は、図５に示すように波浪中で運

動する浮体の全没水面上での圧力積分によって浮体に働

く波力を表現するところ（ポテンシャル理論に基づく直

接法）から出発し、次に、圧力・速度ポテンシャル・浮

体没水面・浮体没水面上の単位法線ベクトルの諸量を、

弱非線形の仮定に基づいて摂動展開している。そして最

後に、波高の２乗に比例する項のみを取り出すことによ

って、次の変動漂流力の評価式に到達する。

【０００３】

【数２】

【０００４】但しＦH2は波高の２乗に比例する波力の水

平方向成分を表し、Ｆ
I
～Ｆ

V
は次のように定義されてい

る。

【０００５】

【数３】
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【０００６】なお、式中の各記号は次の通りである。

Cm　：静止状態での浮体喫水線（周積分経路）

Sm　：静止状態での浮体没水面（面積分の積分範囲）

ζ　：水面上昇量

ξ　：浮体変位（平行移動）

φ　：速度ポテンシャル

dσ ：面積素片

α　：浮体変位（回転移動）

ｎ　：単位法線ベクトル

ｘ　：位置ベクトル

ｔ　：時間

ここで、Ｆ
I
は相対水位による力、Ｆ

II
はベルヌーイの

式における速度の２乗の項に由来する力、Ｆ
III
は浮体

の運動により浮体に作用する流体圧の作用位置が変化す

るために生じる力、Ｆ
IV
は浮体の回転運動によって流体

圧の作用方向が変化するために生じる力、そしてＦ
V
は

波高の２乗に比例する圧力成分によって生じる力であ

る。尚、相対水位とは、浮体上で測定される水位（浮体

固定座標系から見た水位）であり、即ち、実際の水位

（空間固定座標系から見た水位）から運動による浮体端

部の変位（空間固定座標系から見た変位）を引いたもの

である。このように、このT．F．Oglvieの方法による

と、浮体全没水面上での圧力の情報を必要とするもので

ある。

【０００７】

【発明が解決しようとする課題】従来技術をそのまま使

って、超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂流力のモニ

タリングをすることは事実上不可能であった。その理由

は、従来技術で浮体に働く変動漂流力を評価するには、

浮体の全没水面（浮体の没水側面及び底面）にわたっ

て、入射波高及びその２乗に比例する圧力の、時々刻々

の情報が必要となるが、特に超大型浮体式海洋構造物の

場合、それら必要な情報全てを、時々刻々測定すること

はできないからである。また、構造物が更に大型化する

と、その弾性挙動も考慮する必要がある。すなわち、波

浪中での動的応答解析に当たって、「弾性挙動を考慮す

る必要のある程度の大きさ」を有するものを、「超大型

浮体式海洋構造物」と定義しているからである。そし

て、

【０００８】

【数４】

【０００９】ならば弾性挙動が卓越し、「超大型浮体式

海洋構造物」に相当するものである。ここで、Ｌ,Ｂ,

Ｄ,ＥＩはそれぞれ海洋構造物の長さ、幅、型深さ、及

び曲げ剛性を表す。

【００１０】

【課題を解決するための手段】上記従来技術の欠点を解

決し、そして弾性挙動を考慮するため、超大型浮体式海

洋構造物が、浅喫水であることを利用した。すなわち、

超大型浮体式海洋構造物の喫水が、海洋波の波長に比べ

て、相対的に極めて小さい事を利用したわけであるが、

この手段により、上記従来技術では必要であった、浮体

底面に働く圧力、及び浮体側面上の圧力の内、入射波の

波高の２乗に比例する成分に関する情報は、必要ではな

いことがわかった。つまり、相対水位に関する時々刻々

の情報、あるいは浮体側面に働く圧力を取得することに

より、超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂流力をモニ

タリングするものである。

【００１１】すなわち、本発明は、（１）超大型浮体式

海洋構造物の没水側面上の圧力に基づいて、あるいは相

対水位に基づいて、その超大型浮体式海洋構造物に働く

変動漂流力をモニタリングする方法、（２）超大型浮体

式海洋構造物の没水側面上の圧力計測値から相対水位を

求め、あるいは没水側面上の相対水位計測値から圧力を

求めることを特徴とする(１)記載の超大型浮体式海洋構

造物に働く変動漂流力のモニタリング方法、及び、

（３）前記変動漂流力は、次式により求めることを特徴

とする(１)記載の超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂

流力のモニタリング方法、

【００１２】

【数５】
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【００１３】を提供するものである。

【００１４】

【発明の実施の形態】本発明では「浮体式海洋構造物」

と記載しているが、これは海洋のみではなく湖沼、河川

等の浮体式構造物をも含むものを意味する。そして、

「超大型」とは、前述したように弾性挙動を考慮する必

要がある上記式（ｃ）に相当するものである。本発明の

超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂流力評価の式は、

次のような方法で求めたものである。

１．準備

まず、図１に示すように、ｘ－ｙ平面を静水面に一致さ

せｚ軸を鉛直上向きにとって、考える領域内に直交右手

慣性座標系を設ける。ここでは超大型浮体構造物とし

て、長さＬ、幅Ｂ、喫水ｄのポンツーン型浮体を考え、

浮体各辺がｘ軸あるいはｙ軸と平行になるように浮体を

配置する。また、静止状態（平均位置）において浮面心

は座標軸原点と一致するものとする。水深はｈとし、流

体は非粘性・非圧縮・非回転流れと仮定する。このよう

なもとで、波浪中の超大型浮体に作用する流体力につい

て考える。近場法によれば浮体に働く力Ｆ(t)は厳密没

水面上での圧力積分によって与えられる。

【００１５】

【数６】

【００１６】(1)式を実際問題に適用することを考えた

場合、このままでは必要以上に厳密であると考えられ

る。すなわち、実際の海上に浮かぶ超大型浮体に働く変

動漂流力を考える場合には

１．弱非線形の仮定

２．薄板の曲げ理論

３．浅喫水の仮定

のもとでより簡便に(1)式を評価することができる。こ

こで弱非線形の仮定とは、圧力、浮体の変位等々の各物

理量を振幅－波長比εをパラメータとして摂動展開でき

るとする仮定であり、微小振幅を考える場合に有効であ

る。また第２の前提としてここでは弾性力学でいうとこ

ろの薄板の曲げ理論を用いる。この理論は他の寸法に比

較して板厚の小さい板で、なおかつその板厚に比較して

たわみが小さい場合に有効である。最後の浅喫水の仮定

とは、浮体の喫水ｄが波長λに比して十分小さいとする

仮定であり、この仮定のもとで喫水－波長比δ≡ｄ／λ

を第２の微小パラメータとして用いることができる。

【００１７】２．積分面の変換

以下では仮定１および２のもとで、浮体に作用する波の
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振幅－波長比　ε＝ａ／λ　をパラメータとして諸量を

次のように摂動展開し、（１）式の積分面を厳密没水面

チルドＳ(t)からＳH＋ΔＳ(t)に変換することを考え

る。ここにＳHは静止浮体没水面であり、ΔＳ(t)は波お

よび浮体の動揺による増加没水面積を表すものとする

(図２参照)。

【００１８】

【数７】

【００１９】もちろん積分を実行するためには、上記の

ように展開した被積分関数の各成分をより陽な形で書か

なくてはならない。

【００２０】２．１　圧力の摂動展開

そこでまず圧力の摂動展開について細かく調べることに

する。

【００２１】

【数８】

【００２２】但し、今の場合仮定２によって、浮体の挙

動はその上下変位のみで記述されるので

【００２３】

【数９】

【００２４】(４)式右辺はベルヌイの圧力式と(２)式を

用いて次のように展開できる。

【００２５】

【数１０】

【００２６】上式と(２)第２式を比較すると次式を得

る。但し、ΔＳ(t)上ではｚはＯ(ε)であることに注意

しなくてはならない。

【００２７】

【数１１】
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【００２８】２.２　単位法線ベクトルの摂動展開

次に浮体表面上の単位法線ベクトルについて考える。静

止浮体没水面ＳHを更に底面ＳBと側面Ｓsに分割し、ま

ずは浮体底面上の単位法線ベクトルに注目する。いま浮

体底面の形状を

【００２９】

【数１２】

【００３０】によって定義すると、浮体の厳密底面上の

単位法線ベクトルは次のように書くことができる。

【００３１】

【数１３】

【００３２】上式のチルドベクトルｎをζx とζy の２

変数関数とみなしてζx＝０, ζy＝０周りで展開し、

(２)5式を用いてオーダー別に整理する。この操作によ

って、厳密没水底面上の単位法線ベクトルを静止浮体底

面上の単位法線ベクトルと浮体のｎ次（ｎ＝１，２，・

・・・）のオーダーの変形による単位法線ベクトルの変

化分の和として表現することができる。

【００３３】

【数１４】

【００３４】上式と(２)3を比較すると、

【００３５】

【数１５】

【００３６】一方ＳSとΔＳ(t) 上の単位法線ベクトル

については、今の場合浮体の変位として上下変位のみを

考えているので、単に

【００３７】

【数１６】

【００３８】２.３　力の摂動展開

以上のような準備のもとで(１)式の積分面を

【００３９】

【数１７】

【００４０】に注意して厳密没水面チルドＳ(t)上から

ＳH＋ΔＳ(t)上に変換し、浮体に働く力の展開を行う。

まず(３)式を(１)式に代入し、積分面の変換を行うと、

【００４１】

【数１８】
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【００４２】上式を(２)1式と比較し、(６)、（７）、

(１１)、(１２)式を用いると０次から２次の力は次のよ

うに表現できる。

【００４３】

【数１９】

【００４４】のように水平方向成分と垂直方向成分に分

類し、水平方向成分に注目すると次のようになる。

【００４５】

【数２０】

【００４６】本発明は、変動漂流力（２次波力）に関す

るものであり、ここで(１８)(１９)式は０次及び１次波

力であるのでここでは無視し、２次の水平方向波力であ

る(２０)式のみに注目する。(２０)式中のいくつかの積

分を実行すると、

【００４７】

【数２１】
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【００４８】３．浅喫水理論の適用

次に浅喫水理論の適用を考える。浅喫水の場合、喫水－

波長比δを新たな微小パラメータとして(２１)式で

【００４９】

【数２２】

【００５０】と書きなおすことができる。また、ｚ＝－

ｄ上での諸量は全てｚ＝０周りで展開することにすれば

【００５１】

【数２３】

【００５２】Ｏ(ε
2
)～Ｏ(δε)ならば、２次の力とし

ては厳密には上式に(１９)式の第２項を加えなくてはな

らない。しかしながら、ここでは長周期成分のみに注目

しているので、以下では上式に現れる項のみを扱うこと

にする。

(２３)式を薄板の曲げ方程式

【００５３】

【数２４】

【００５４】ここで右辺第１項は浮体底面が弾性変形に

よって傾くことにより生じる変動漂流力を表し、第２項

は相対水位に起因する変動漂流力に対応する。上式第１

項で部分積分を行い、浮体端部における自由端条件

【００５５】

【数２５】50
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【００５６】ここでνはポアソン比を用いることによっ

て、結局超大型浮体に働く変動漂流力評価式として次式

を得る。

【００５７】

【数２６】

【００５８】４．変動漂流力の簡易評価式

さらに、模型実験と数値計算の結果から、上式第１項お

よび第２項は、第３項に比べ十分に小さいことから、結

局次の簡便な式によって、超大型浮体海洋構造物に働く

変動漂流力が評価できることがわかった。

【００５９】

【数２７】

【００６０】したがって、本発明は次式により、時々刻

々の相対水位から超大型浮体式海洋構造物に働く変動漂

流力をモニタリングすることができるものである。

【００６１】

【数２８】

【００６２】また、本発明では、相対水位に代えて圧力

を計測してモニタリングすることも可能である。この場

合は、次式によって相対水位を圧力に変換してから、上

記の方法を適用する。即ち、Ｐ
(1)
（ｘ；ｔ）を超大型

浮体式海洋構造物の没水側面上で計測された圧力とする

と、ベルヌーイの式から50
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【００６３】

【数２９】

【００６４】であるから、(32)式より超大型浮体式海洋

構造物に働く変動漂流力は次式で評価できる。

【００６５】

【数３０】

【００６６】したがって、本発明は次式により、没水側

面上の時々刻々の圧力からも超大型浮体式海洋構造物に

働く変動漂流力をモニタリングすることができるもので

ある。

【００６７】

【数３１】

【００６８】本発明の超大型浮体式海洋構造物には、図

３及び図４に示すように、その没水側面上に相対水位計

または圧力計を設置することにより、その変動漂流力を

モニタリングすることができる。その設置位置は適宜設

定できるものであり、圧力計を用いる場合は、水面変動

によって圧力計が空気中に出ない程度にできる限り水面

近くで、ほぼ同一水平位置が計測及び取り扱いの点から

好ましいが、各計器によって水平位置を適当にずらして

もよい。設置する相対水位計は、例えば電子工業（株）

容量式波高計センサー ＣＷ－２等であり、圧力計は、

例えば共和電業（株）変動水圧計 ＢＥ－ＩＫＲ１１０

Ｓ等である。設置する相対水位計または圧力計は多いほ

ど望ましいが、没水側面に５０ｍ当たり少なくとも１

個、好ましくは４～７個、さらに好ましくは８～１２個

程度であり、従来のモニタリングに必要であった個数に

比べ各段に少なくて済むうえ、モニタリングの精度も優

れている。さらに、本発明では、水位計または圧力計を

浮体式海洋構造物の側面のみで底面に設置する必要がな

いので、そのメンテナンスも極めて手軽に行うことがで

きる。

【００６９】

【発明の効果】この方法を用いると、超大型浮体式海洋

構造物の没水側面上の何点かに、一般に使用されている

圧力計、あるいは相対水位計を設置するだけで、超大型

浮体式海洋構造物に働く変動漂流力を容易に且つ正確に

モニタリングすることができる。そして、超大型浮体式

海洋構造物に働く変動漂流力をモニタリングすることに

より、係留系の安全状態を常に適切に監視することがで

きる。

【図面の簡単な説明】

【図１】本発明の変動漂流力評価式の導出のための座標

系を示す図である。

【図２】（ａ）は超大型浮体構造物の浮遊状態を示す断

面図であり、（ｂ）はその端部の拡大図である。

【図３】本発明の一実施形態の平面図である。

【図４】本発明の一実施形態の拡大側面図である。

【図５】従来技術を説明する図である。

【符号の説明】

１　超大型浮体式海洋構造物

２　相対水位計あるいは圧力計

３　浮体

４　水面

【図１】 【図３】
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(11) 特開２００２－３５０２５５

【図２】 【図４】

【図５】


